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小規模特認校制度の情報提供に関する一考察
―栃木市内小学校の事例をもとに―
星　野　千恵子
はじめに
近年、日本では少子高齢化が進行し、将来の年
齢別人口構成比が変化すると予想されている。国
立社会保障・人口問題研究所の推計によると 15
歳未満の人口は 1980 年代初めの 2700 万人規模か
ら減少を続け、2015 年に 1500 万人台、2046 年
には 1000 万人台を割り込み、2060 年にはおよそ
791 万人になると見込まれている。現在そのよう
な人口減に伴い学校の小規模化が進み、全国各地
で学校統廃合が検討される一方、地方の過疎化を
助長するといったデメリットも生じることから、
学校規模の適性化をどう進めていくかという課題
が大きな論点となりつつある。そこで文部科学
省（2015）は、児童生徒の教育条件の改善の観点
を中心に据え、現在の環境下で具体的にどのよう
な教育上の課題があるか総合的な観点から分析を
行い、保護者や地域住民との共通理解を図りなが
ら、学校統合の適否について考える必要があると
する一方で統合による学校規模適性化の限界も見
据え、｢学校統合を選択しない場合｣ の具体的な
策として ｢小規模特認校制度｣ を提示している。
小規模特認校制度とは従来の通学区域は残した
ままで、特定の学校について、通学区域に関係な
く、当該市町村内のどこからでも就学を認めるも
のである 1。門脇（2005）によれば 1977 年に札
幌市において生徒数が減少して廃校の危機にある
小規模校の存続を願う地域住民や学校関係者の要
望に応え校区外通学を認めたことを皮切りに、全
国各地に広まり、現在では過疎地だけではなく千
葉県浦安市のような首都圏の市街地においても一
部の学校に小規模化が見られたことからこの制度
が導入されているという。なお、2003 年時点で、
全国的な実施状況について文科省では把握をして
いないとのことであるが、門脇の調査によると小
学校は 108 市町村 222 校、中学校は 23 市町村 25
校で導入されている。全国的に導入が進んでいる
一方で、社会全体における認知度は高いとは言え
ず、また特に地方の山間部等では通学の困難さに
より必ずしも順調に制度が運営されているわけで
はなく、児童生徒集めに苦心する学校が少なくな
い。今後、益々少子化が進行する中で、小規模な
学校はさらに厳しい環境に置かれることが予想さ
れるが、学校存続の切り札として機能させるため
にはまず広く社会に、とりわけ制度利用の主体者
である保護者に認知させることが必要ではないだ
ろうか。
そこで、本研究では、まず先行研究において小
規模校とはどのように定義され、具体的にどのよ
うな教育活動が展開されている学校なのかを整理
する。そして、小規模特認校制度を 2013 年度か
ら導入している栃木市を事例に取り上げ、各校パ
ンフレット、小規模特認校制度会議・保護者説明
会での記録資料、授業・オープンスクール・学童
保育の記録資料、保護者へのアンケート結果に基
づき、小規模特認校制度の概況とその情報提供手
段の現況を提示し、今後の制度 PR の在り方を考
察する。
Ⅰ．小規模校の定義とその特色
小規模校とは、法令 2 で定められている適正規
模（総クラス数 12-18 学級）を下回る学校である。
文部科学省（2015）は 12 学級を下回る程度に応
じて対応策を検討する必要があるとし、中でもク
ラス替えのできない規模の 6 学級以下の学校につ
いては速やかに検討する必要があるとしている 3。
このように児童生徒数という数値的な観点で学校
（規模）として適正ではないと論じられることが
多いが、実際の小規模校で行われている教育活動
はどのようなものなのか。ここでは以下の実証研
究の事例から分析する。
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大川ほか（2009）は、離島の小・中学校に在籍
する児童生徒にアンケート調査を実施し、ストレ
ス状態を分析した。小規模校の小、中学校は、児
童生徒の人間関係は 9 年間ほとんど変化しないた
めに、学習面や友人関係、先生との関係において
ストレスが高いと推察してきたが、調査結果によ
るとストレス要因が少なくサポートが整っている
ために、ストレスによる症状の出現が少ないこと
が明らかになった。その理由として塾やけいこに
通っている児童生徒が少なく、クラブや運動時間
が多いことを挙げている。
久能・佐藤（2001）は、A 男という不登校経験
を持つ児童の事例を挙げている。少人数の特性を
生かし、一人ひとりの子供に目を向け伸ばしてい
く教育活動が実践しやすい小規模という学校の規
模は、不登校が生起しづらい環境であり、A 男が
登校できるようになった一つの要因だと論じてい
る。また、家庭、地域、学校とが絶大な信頼関係
で結ばれて、学校があるいは地域が一つのファミ
リーのようになっているへき地という地域性や、
自然体験活動等の特色ある教育活動が欠席願望を
抑制する要因としての学校の魅力にもなっている
と論じている。
八並（1997）は、生徒の生活面について、学校
規模を極小規模校（学級数 5 学級未満）、小規模
校（学級数 5 以上 10 未満）、中規模校（学級数
10 以上 15 未満）、大規模校（学級数 15 以上）の
4 タイプに分けて比較している。その結果、極小
規模校ほど生徒指導体制の充実度が高く、大規模
校になるほど充実度が低くなり、とりわけ大規模
校は他の 3 タイプに比べ、極端に低いことが明ら
かになった。
須田（2005）は、学校規模と学級規模を比較し
て学習面、生活面を含め、幅広い観点から調査し
た。その結果、「教師への肯定的評価」「向学校性」
「自己肯定感」といった児童の学校生活意識は、
学校規模が大きいほど小さく、逆に学校規模が小
さくなるほどそれらが大きくなる傾向にあり、学
級規模よりも学校規模に大きく規定されているこ
とを明らかにした。その理由について、小規模校
の方が児童の当事者意識を高め責任ある貢献を刺
激する機会が提供されるからだと推察している。
以上のように先行研究では、小規模校の環境は
児童生徒と教員にとって良好な環境であると論証
されている。つまり、現在統廃合の対象とされる
小規模校の中には良好な学校環境として、また特
色ある教育活動を行う学校として価値づけること
のできる学校が少なくないのではないかと考え
る。
そこで、そのような小規模校のメリットに焦点
を当てた上で、学校の存続を図るために導入され
ている ｢小規模特認校制度｣ の現況を分析するた
め、具体的な事例を次に見ていきたい。
Ⅱ．栃木市における小規模特認校制度運営の概要
栃木市では大宮南小学校（2013 年度受け入れ
開始）、小野寺北小学校（2015 年度）、国府南小
学校（2014 年度）、真名子小学校（2014 年度）に
おいて通学区域外からの児童の入学、転入学の受
け入れを認める小規模特認校制度を導入した。い
ずれの小学校も市街地から数キロ離れた農村地帯
に位置し、学区内に市街化調整区域がある等、人
口増加が見込めない地域である。そのため、各校
の児童数増加のためには学区外からの入学、転入
学者を増やすことに解決策を見いだすしかないと
いえる。
そのような背景下、導入された小規模特認校制
度の概要は以下の通りである。栃木市教育委員会
教育総務課資料 4 によると、小規模校ならではの
きめ細かな指導、地域の自然などをいかした特色
ある教育活動を推進し、小規模校のよさを生かし
た教育を受ける機会を子ども達に提供し、学校選
択の機会を拡大することを目的としている。小規
模特認校への入学または転入学の時期は、原則と
して 4 月 1 日、在学期間は小学校卒業までとし、
卒業後は児童の住所地の通学区域にある中学校ま
たは卒業した小規模特認校の区域にある中学校の
いずれかを選択できる。入学・転入学の条件とし
て、保護者の責任と負担において児童を通学させ
ること、小規模特認校の教育、PTA 活動等につ
いて十分に理解し積極的に協力することの二点を
示している。募集人数は 1 学級 20 人程度であり、
定員を超えた場合には抽選とするが、現在在学し
ている児童の兄弟姉妹は優先的に入学できるとし
ている。
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Ⅲ．小規模特認校の事例
ここでは栃木市南東部の田園地帯に位置し、市
内初の小規模特認校として指定された大宮南小学
校の事例を取り上げる。
以下、2014 年 7 月 4 日、大宮南小学校におい
て開催された小規模特認校制度関係者会議におけ
る記録資料をもとに、制度導入に至った経緯と現
在の取り組み、課題を報告する。
学校長によれば、近年の児童激減により、2012
年度に全校生徒 55 名、当時の 2 年生が 1 名になっ
たことから将来的な危うさ（廃校）を実感し、解
決策には小規模特認校制度しかないと考え市教育
委員会に制度導入を要請した。制度導入二年目の
2014 年度には全校生徒 64 名のうち制度利用によ
り入学、転入した児童が 14 名（1 年 4 名、2 年 7
名、4 年 2 名、6 年 1 名）に上った。入学者、転
入学者の居住地は同じ中学校区域の大宮北小学区
から 3 名、他 8 学区から 11 名であり、市内全域
から児童が集まる。
小規模特認校の最重点課題として力を注ぐ取り
組みが 3 つあるという。まず 1 点目として阻害要
因をできるだけ排除する（保護者目線から見る）
ことがあげられる。その具体策は施設老朽化への
対策である。和式トイレから洋式トイレへの改修
を行い、幼稚園、保育園ではあたりまえとなって
いる洋式トイレへの改修によって、特に新 1 年生
の学校への抵抗感を少なくすることを目指した。
また、花壇や昇降口壁面の飾り付け、校舎内のペ
ンキ塗りなどの環境美化活動をアシストネット 5
へ委託し PTA への負担を減らしている。さらに、
これまで図工、理科で使用されていた離れ教室を
市の予算により改修し、公設民営の学童保育を開
設した。預かり条件（祖父母世帯・母親の就業の
有無）の緩和とフレキシブルな対応ができる民営
ならではのメリットと、低料金で利用可能といっ
た公営のメリットを併せ持つ学童保育として多く
の児童が利用している（2014 年度利用者 38 名）。
更に、小規模校は PTA 役員としての負担が大き
いことから、役員数、委員会数、仕事量を減らし、
学校行事を PTA による学校支援という形ではな
く、PTA 会員同士の交流の場へと変化させよう
と努めている。
2 点目として、何を学校の魅力（売り）にするか、
と言う点である。これまで長い年月をかけて試行
錯誤し、かつては ｢120 年を超える歴史｣ ｢豊か
な自然｣、ハンドボールで高成績を収めてきたこ
とを前面に掲げてきたが、歴史深く、自然豊かな
学校は概ねどの小規模校にも当てはまり、スポー
ツの活動成績を宣伝に使うことは、逆にスポーツ
の苦手な子にとって回避要因になり、いずれも保
護者の学校選択に強い動機付けとなるような ｢売
り｣ ではないと実感されるようになった。そこで
教員らがこれまでの経験を振り返って今の子ども
に最も必要とされるものに焦点化しそれを学校作
りに生かそうと考えた。それは①コミュニケー
ション能力育成、②学力向上だと考えられ、それ
を養うことが学校に求められていることだと考え
た。
まず① ｢コミュニケーション能力育成｣ のため
の具体策として、外国語活動、集会活動、学校外
講師による講演・議論等を取り入れるようになっ
た。その活動の一つ ｢話そう集会｣ では 7，8 名
程の学年男女混合班ごとに議論し、発表を行う。
以下は、2014 年 10 月 3 日　FUREAI　ROOM に
て行われた ｢話そう集会｣ を筆者が観察した際、
講師を務めた ｢那須平成の森インタープリター｣
の重原氏に対する質問文を各班で話し合い作成し
たときの様子である。
A グループ：2 名の低学年女子児童が 3 名
の高学年児童のやりとりをじっと聞いてい
る。高学年児童が ｢何かある？｣ と 2 名の低
学年児童に尋ねるとやや沈黙してから 1 名が
｢ヤマネ（講演の中で話題になった動物）｣ と
だけ答える。高学年児童が ｢ヤマネの何にし
ようか｣ と質問するがそれ以上は答えない。
高学年同士で ｢ヤマネ｣ の何を聞くか相談し
始める。
D グループ：高学年リーダーが質問文をま
とめ終え、班員に確認のため、全文を読み上
げる。すると中学年の児童が高学年児童に対
し ｢それ、めっちゃいいじゃん｣ と褒める。
E グループ：高学年リーダーが質問文をま
とめる際、漢字を忘れてしまい書く手が止
まった。すると中学年の児童が ｢（記録用紙
と鉛筆を）貸して。これじゃない？｣ と言っ
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て漢字を書いてみせる。それは間違っていた
が、高学年リーダーはそれを見て漢字を思い
出し ｢これだよ｣ と言って書き直す。班の児
童は皆 ｢そうだそうだ｣ と同意する。
（2014/10/03 　フィールドノーツより）
A グループのように、高学年児童はできるだけ
低学年児童にも意見を出させ、その意見を議論に
取り入れようと努力している。一方、全校児童が
お互いをよく知っているため、学年の上下を意識
せず会話することが多い。また、D、E グループ
のように、下級生が上級生にためらいなく話しか
ける様子が見られる。
そして、学校内だけでなく学童保育所というイ
ンフォーマルな場も異学年交流がさかんに行われ
ている。以下は筆者が観察した学童保育所での様
子である。
・16：00　当番の児童が ｢いただきます｣
の挨拶をするとそれぞれおやつを食べ始め
る。筆者の座ったテーブルの 1 年男児・女児
は、やがて食べ終えると手持ちぶさたになり、
同じテーブルの 5 年男児の腕を揺すりながら
｢ねーねー、やろうよやろうよ｣ と呼びかけ、
CC レモン（手遊び）を一緒にやるようせが
む。5 年男児はすぐに応じてやる。低学年児
童が ｢もう一回｣ と急かす度に 5 年男児は快
く応じてやり、5，6 回繰り返している。
・16：55　指導員 1 名と 5 年男児が長縄を
回し、2 年女児 2 名、1 年男児 1 名を遊ばせ
ている。2 年女児 1 名が 5 年男児に向かって
｢はじめ早くして｣ と注文をつけたところ、5
年男児は、女児達が飛び始める時に縄を回す
スピードを早めてやる。
（2014/10/29　フィールドノーツより）
このように、学校における集会活動のような
フォーマルな場だけではなく、学童というイン
フォーマルな場においても児童は少人数集団の中
で異学年、男女の別を超えたコミュニケーション
を可能にしている。
次に、② ｢学力向上｣ のための取り組みを概観
する。その一つは、時間割構成を工夫し、二学年
抱き合わせ授業（体育、図工、社会：全授業の
27％）を設けることにより正担任二人体制の授業
（主に算数：全授業の 23％）を行うことである。
全教員が全学年の TT（Team teaching）を担当す
るため、担任以外の教員と児童が関わる機会が多
く、最大でも 15 名の児童に対し教員が 2 名つく
という非常にきめ細かい指導が可能となる環境だ
といえる。他に特筆すべき点は、全校体制での放
課後授業の実施である。希望する児童に対し、毎
週水曜日に市の派遣講師による英会話教室、金曜
日に全教職員、学生ボランティアによる補習授業
が行われている。
最後に 3 点目として、特に現在最重要課題と
なっているのは以上のような小規模校の取り組み
についてどのようにアピールするかということで
ある。現在、行われている PR 活動は入学・転入
学説明会の開催、各小規模特認校が作成したパン
フレットの配布、市広報、市 HP での情報提供、
オープンスクールなどである。しかし、学校長の
話によれば、そのような様々な情報手段を駆使し
ていながら未就学児を持つ保護者に情報が十分に
伝わっていないという。
では、最大の課題となっている小規模特認校制
度に関する情報提供の概況は現在どのようになっ
ているのか。次章では大宮南小を含めた市内 4 つ
の小規模特認校における 2014 年度の PR 活動内
容を報告する。
Ⅳ．小規模特認校 4 校における保護者への PR 活
動の概況
1．学校紹介パンフレット
栃木市の補助により学校紹介のパンフレットが
各校 2000 枚作成され、近隣幼稚園、保育園に配
布された。また、市役所 HP からリンクされた各
学校の HP 上にもアップされ閲覧できる。各校と
も共通して、教育方針、教育活動の特色、年二回
のオープンスクールに関する日程と概要、学校敷
地内に設置された学童保育の紹介、アクセスマッ
プ、小規模特認校制度に関する手続きや条件を掲
載している。なお、4 校の教育方針と教育活動の
特色は、各校のオリジナリティーを感じさせるも
のの、少人数をいかした指導・活動、異学年交
流、地域との連携による学習、恵まれた学習環境
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といった小規模特認校としての共通の ｢売り｣ が
ベースとなっている（表 16）。
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表 1　各小規模特認校パンフレットにおける主な PR 事項
少人数をいかした
指導・活動
異学年交流 地域との連携による
学習
恵まれた学習環境
大宮南小 まなびタイム
（各学級 2 名の指導者
による基礎学力向上）
さわやかタイム（週一
回異学年で遊ぶ活動）
・外部講師の授業
・福祉交流会
・体験学習（田植え）
・プール改修
・ウォシュレットトイ
レ設置
小野寺北小 道徳の時間での役割演
技
一年生を迎える会 ・ 読 み 聞 か せ ボ ラ ン
ティア
・喜多笑米づくり
・一人一台の一輪車
・ワークスペース
国府南小 少人数を生かした学び
合い
水泳授業（上級生が下
級生に指導）
・スペシャリストによ
る出前授業
・親子トマト狩り
・音響効果に優れたス
テージ型音楽室
真名子小 必要に応じて個別にて
いねいに指導
フォニックス学習（6
年生による下級生への
英語の読み聞かせ）
栃木市文化マイスター
による水墨画、民話の
学習、プロ演奏者によ
るオカリナの授業
学校農園など自然に親
しめる環境
2．小規模特認校 HP
各学校とも HP の中で、前掲の学校紹介パンフ
レットの内容のほか、学校沿革の概要、学校経営
の方針、行事予定、学校行事の報告やスナップ写
真、学校便り、給食メニューの紹介等、学校に関
する様々な情報を掲載している。日々の学校生活
における子ども達の様子が詳しく伝えられてい
る。
3．市広報・ホームページ
市広報ではオープンスクール日程や就学手続き
等を掲載している。また、栃木市教育委員会 HP
の中で小規模特認校制度の概要、各学校のパンフ
レット、小規模特認校入学・転入学説明会の案
内、各校オープンスクールの日程案内を掲載して
いる。
4．小規模特認校入学・転入学説明会
小学校入学を控えた未就学児の保護者を対象と
した説明会は、各校毎に近隣の幼稚園、保育園に
おいて開催されている。さらに 2014 年度は教育
委員会主催により 4 校揃っての説明会も行われ、
筆者も参加した。以下はその際の記録資料により
説明会の概要を示す。
9 月 6 日午後 1 時 30 分より東武百貨店栃木店 1
階市民スペースにて開催された ｢栃木市小規模特
認校保護者説明会｣ では、教育委員会担当者、小
規模特認校の教員の他、来年度入学を控えた親子
が 10 組程度集まった。はじめに教育委員会教育
総務課教育政策チーム担当者から挨拶があり、次
に制度の概要、手続き等について説明があった。
そして各小規模特認校の校長により学校案内パン
フレットとパワーポイントによる発表に沿って各
校の特色についての説明がなされた。最後に質疑
応答の時間が設けられ、保護者からは主に学童保
育の内容や登下校の際の送迎に関して質問がなさ
れた。
5．オープンスクール
各学校とも、自校の教育活動のよさを直接感じ
てもらうために、年二回（9 ～ 11 月）のオープ
ンスクールを開催している。なお、オープンスクー
ル以外にも各自で直接学校に問い合わせれば学校
見学をすることができる。筆者は真名子小オープ
ンスクール（2014 年 11 月 8 日）、国府南小オー
プンスクール（2014 年 11 月 29 日）を参観した。
以下、記録資料をもとにオープンスクールの概要
を示す。
真名子小学校では体育館での学習発表会を公開
する鑑賞型のオープンスクールであった。未就学
児とその保護者、在校生の保護者も参観に訪れて
いた。各学年の発表、民話クラブの発表、オカリ
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ナ演奏などが行われた。観覧席の後方には児童全
員の作品が展示されていたが、作品一つ一つに教
員からのメッセージが付されており、きめ細かな
指導がなされていることが窺えた。6 年生 10 名
の発表では人権や平和に関するテーマについて各
自でまとめたものがパワーポイントにより紹介さ
れた。ほぼ全員が全く原稿を見ずスムーズに発表
を行い、個人指導の充実によりハイレベルな教育
活動を可能にすることが見て取れた。
国府南小では未就学児や保護者が在校生や教員
とともに一緒に活動する参加型のオープンスクー
ルを取り入れていた。中学生（卒業生）も訪れて
一緒にゲームを楽しんだり小学生や未就学児のサ
ポートをしてあげたりする様子も見られた。また、
英語活動では正教員と ALT 教員（外国語指導助
手）2 名が授業を行い、未就学児が保護者と一緒
に在校生に混じって活動に参加することができ
た。アットホームな雰囲気で未就学児が在校生と
一緒に活動に参加することで、学校の授業の雰囲
気を感じながら楽しめるように工夫されていた。
なお、真名子小第 2 回目のオープンスクールは
11 月 28 日に学校農園で収穫したサツマイモを地
域の方と食べる ｢収穫祭｣ を開催し、国府南小第
1 回目は 9 月 27 日に朗読発表会となかよしタイ
ム（在校生と一緒に遊ぶ）を設けた。いずれの学
校も二回のオープンスクールを通し、在校生によ
る発表や授業、活動を公開したり、未就学児が在
校生と一緒に行事に参加できる機会を設けたりす
るなど多彩なプログラムを用意して、未就学児と
その保護者に学校の雰囲気、授業内容を直接知る
機会を提供し、教員や在校生に親近感を持ち学校
を身近に感じてもらえるように工夫されている。
小規模特認校制度の利用に結びつかせるとともに
｢小 1 プロブレム｣ 7 緩和の一助となると期待でき
るだろう。
Ⅴ．小規模特認校制度に関する認知の実態
1．未就学児保護者の認知
以上のように、小規模特認校制度に関して様々
な情報手段による PR がなされているが、実際に
どれほどの保護者に認知されているのだろうか。
それを明らかにするために、筆者は 2014 年 11 月
から 12 月にかけて大宮南小学校学区近隣の 3 つ
の保育園と 2 つの幼稚園に質問紙調査を行った。
以下はその結果概要である。
調査対象者は 2015 年 4 月に小学校入学予定の
子どもを持つ保護者 186 名である。内訳は、以下
の表の通りである。回答者は母親（93.5％）、30
代が多くを占めた（62.7％）。子どもの性別はほ
ぼ男女同率（男児 92 名、女児 93 名）であった。
表 2　保護者の続柄と年齢のクロス表（単位：人）
※無回答 1 名
年齢
合計
20 代 30 代 40 代
続柄
父親 1 8 3 12
母親 13 108 52 173
合計 14 116 55 185
質問ではまず、小規模特認校制度を知っている
かどうかを尋ねた。その結果、制度の内容まで知っ
ていると回答した人は 38.2％（71 名）、聞いたこ
とはあるが内容はよく知らないと回答した人は
50.5％（94 名）、聞いたことも無い人は 10.2％（19
名）であった（表 4）。90％近くの人が制度に関
して何らかの情報手段に触れていることが分かっ
た。
次にどのような情報手段によって制度を認知し
ているのかについて 10 項目から複数選択可とし
て回答をお願いした。回答者は上記の質問で｢知っ
ている｣ と回答した 71 名および ｢聞いたことは
ある｣ 22 名の合計 93 名である。その結果、多い
順に ｢小規模特認校パンフレット｣（55 名）、次
いで ｢近所、知人、友人から聞いて｣（26 名）、｢
市広報｣（21 名）、｢オープンスクールに参加して｣
（11 名）、｢幼稚園、保育園で聞いて｣（11 名）であっ
た。
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表 3　小規模特認校制度の認知度
表 4　制度に関する情報手段（複数回答）
小規模特認校制度の情報提供に関する一考察
では実際にこれらの情報手段の中で制度 PR に
とって最も有効なものは何か。この点について、
次節では実際に制度を利用して入学した在校生の
保護者への調査結果とを比較して考察する。
2．在校生保護者の認知：未就学児保護者との比
較
2015 年 1 月時点で制度導入されている大宮南
小、国府南小、真名子小の 3 校について、制度を
利用して子どもが入学、転入学した保護者 19 名
に対し、小規模特認校に入学したきっかけとなっ
た情報手段を調査した（複数回答）。その結果、｢
小規模特認校パンフレット｣（10 名）、｢オープン
スクールに参加して｣（9 名）、｢近所、知人、友
人から聞いて｣（7 名）、｢小規模特認校保護者説
明会に参加して｣（5 名）、｢小規模特認校のホー
ムページを見て｣（3 名）、｢市 HP｣ ｢幼稚園、保
育園で聞いて｣（各 2 名）、｢市広報｣ と ｢親、兄
弟から聞いて｣ ｢兄弟が特認校に通っているので｣
は 0 名、その他 5 名（祖父母の家に近い等）であっ
た。
未就学児の保護者の結果と比較すると、両者と
も小規模特認校パンフレットが情報手段として最
も高く認知されており、入学に結びつく手段にも
なりうると考えられる。また、未就学児保護者の
結果から、｢市広報｣ は最初に広く情報提供する
手段として効果的だと言えるが在校生保護者で選
択した人は全くいなかったため、入学の切っ掛け
となるほどの効力は持たないことが分かる。また、
両者とも選択した人が多い ｢近所、知人、友人｣
からのいわゆる口コミは重要な情報源だと考えら
れる。そして、在校生保護者が比較的多く選択し
た ｢オープンスクール（19 名中 9 名）｣ ｢保護者
説明会（19 名中 5 名）｣ は入学に結びつく有効な
手段だと考えられるが未就学児保護者の選択者は
あまり多くなかった（93 名中 11 名）ため、参加
する割合は多いとは言えないだろう。
これらの結果から、最初の情報手段として ｢パ
ンフレット｣ ｢市広報｣ が最も有力だと言えるが、
制度利用に結びつかせるには ｢オープンスクール｣
｢保護者説明会｣ への参加率をいかに上げるかと
いうことが重要だと言える。なお、｢パンフレッ
ト｣ ｢市広報｣ ｢小規模特認校ホームページ｣ には
オープンスクールの日程が掲載されているため多
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くの保護者は各校の開催日程を認知している可能
性が高い。しかし、その多くが参加にまで結びつ
かないことを考えると、オープンスクールの情報
提供内容、さらにはパンフレットの内容構成を更
に検討する余地があるのではないかと考える。
Ⅵ．今後の制度 PR に向けて
先行研究および本研究の事例によれば、小規模
特認校は少人数制によるきめ細かな指導、異学年
交流によって織りなされる多様なコミュニケー
ション、地域と連携した特色ある教育活動や充実
した教材・施設等によって、児童のモチベーショ
ン向上を促す学校環境だと考えられ、それらを制
度 PR の核としている。しかし、アンケート結果
によると小規模特認校制度の内容まで知っている
保護者が全体の 4 割に満たなかったことから、小
規模特認校の教育活動が保護者に十分に認知され
ているとはいえないだろう。
今後はまず、小規模特認校の教育活動の特色が
より具体的に理解されるような情報を提示するこ
とが必要とされる。更に、それらの情報をどのよ
うな手段によってどの程度発信するのか今一度精
査する必要があると考える。そして、未就学児を
持つ保護者へのピンポイント的な情報提供の在
り方についても検討の余地があるのではないか。
オープンスクールや説明会に参加した保護者の多
くが入学に結びつくと考えられることから、他に
も直接参加型の情報提供の場、例えば保護者が直
接学校活動を参観したり、学校行事に参加したり
する場を設け、それらをパンフレット等でより強
く PR することも効果的なのではないだろうか。
教職員や在校生児童の負担面、安全面への配慮を
した上で、直接参加型の情報提供の在り方を検討
していくことが求められるといえよう。
課題として挙げられるのは、公立学校であるこ
とから他校との公平性を保ち、一部の小規模特認
校に人気が集中するような過度の競争、不均衡を
回避しなければならないことである。行政や学校
の意図しないところで格付けが行われ学校の序列
化が生じては小規模特認校制度の本来の意義が失
われてしまう 8。行政と学校が連携し市内全校の
学校規模適性化に結びつくような制度 PR を考え
る必要があるだろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1
 文部科学省 HP ｢学校選択制など よくわかる用語解説｣ 
〈http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakko-sentaku/ 
06041014/002.htm〉で特認校制は学校選択制の一類型と
位置づけられている。
2
 学校教育法施行規則第 41 条 ｢小学校の学級数は、12 学
級以上 18 学級以下を標準とする。ただし、地域の実態そ
の他により特別の事情のあるときは、この限りでない｣ とさ
れている。
3
 小学校の場合、複式学級が存在する規模の1-5 学級、クラ
ス替えが出来ない規模の 6 学級、全学年ではクラス替えが
できない規模の 7-8 学級、半分以上の学年でクラス替えが
できる規模の 9-11 学級に分けている。
4
 2014 年 9 月 6 日に東武百貨店栃木店一階市民スペ スーにお
いて開催された ｢栃木市小規模特認校保護者説明会｣ で
の配付資料。
5
 栃木市教育委員会事務局生涯学習課が 2012 年度より始
めた ｢とちぎ未来アシストネット事業｣ の取り組み。原則中
学校区ごとに地域アシストネット本部（9 エリア）を設置し、
市内小中学校の学校支援ボランティアとして登録する地域
住民が、地域コーディネーターの仲介を通して各学校に対
し必要な支援活動を行う。
6
 大宮南小学校、小野寺北小学校、国府南小学校、真名子
小学校、各学校紹介パンフレット（2014 年度）を基に作成
7
 基本的な生活習慣がまだ身についていない児童が、授業中
勝手に立ち歩いたり、騒いだりする問題症状のこと（陣内
靖彦・穂坂昭德・木村敬子編著（2012）『教育と社会』，学
文社，p.85）
8
 藤田英典（1997）『教育改革』X 頁において ｢学校を選ぶ
ことができるということは、学校を序列づけることに直結す
る。より序列の高い学校、より商品価値の高い学校を選ぶ
と言うことは、学校をそうした市場価値に換算して評価す
るということである。そのとき学校は公論の対象としての地
位から市場における商品の地位に転落することになる｣ と学
校選択制について批判している。
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Abstract
The aim of this paper is to consider the reporting means of special category small school. 
In recent year, in Japan, schools become small scale under the influence of a declining birth  rate, and therefore 
it is required to maintain the appropriate scale of school. A purpose of special category small school that is one of the 
concrete measures is to plan school continuation by increasing new students from school district outside, however 
the recognition in the society is still low. As a result of having investigated four small schools in Tochigi City, in 
order to solve the above problem, it was small number of people instruction, interaction with different grades , the 
instructional activity that cooperated with an area, rich facilities environment that those schools appealed most. 
Furthermore, as a result of questionnaire survey, it became clear that information means such as public information 
, the holding of the briefing session, and “open school” were effective for those appeals. On the other hand, it was 
supposed that the fewness of parents who participated in “open school” and a briefing session controlled the increase 
in new students. 
It will be necessary to reexamine what kind of information schools and the government convey to diffuse the 
system widely in the future.
（2015 年 6 月 1 日受理）
A Study on Information service of Special Category 
Small School 
 Based on the Case of Elementary School in Tochigi City
HOSHINO Chieko
